
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可

] 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 286¶872 286¶872 `

]有価証券及び投資有価証券

{有価証券 11¶717 11¶717 `

|投資有価証券 1¶668¶691 1¶753¶781 85¶090

附 属 明 細 書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 損益内 損 益 外

長 期 性 預 金 1¶129¶658¶969¶842 494¶681¶196¶210 596¶014¶694¶298 1¶028¶325¶471¶754 ` ` ` ` ` 1¶028¶325¶471¶754

投
資
そ
の
他
の
資
産

投 資 有 価 証 券 1¶666¶893¶628¶073 270¶960¶882¶000 269¶163¶957¶616 1¶668¶690¶552¶457 ` ` ` ` ` 1¶668¶690¶552¶457

投 資 不 動 産 89¶167¶234¶192 0 0 89¶167¶234¶192 ` ` 34¶197¶477¶141 ` 34¶197¶477¶141 54¶969¶757¶051

長 期 貸 付 金 301¶164¶679¶071 8¶214¶740¶222 52¶370¶902¶052 257¶008¶517¶241 ` ` ` ` ` 257¶008¶517¶241

計 3¶186¶884¶511¶178 773¶856¶818¶432 917¶549¶553¶966 3¶043¶191¶775¶644 ` ` 34¶197¶477¶141 ` 34¶197¶477¶141 3¶008¶994¶298¶503

~ 独立行政法人会計基準第87に該当する特定の償却資産は保有しておりません。
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２．有価証券の評価基準及び評価方法

日本私立学校振興・共済事業団の財務及び会計に関する省令第31条に基づき取得価額で計上し

ております。

３．消費税等の会計処理

税込方式によっております。

Ó 貸借対照表に関する事項

１．金融商品関係

\ 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金及び公社債等に限定しております。

~ 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\ 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

] 有価証券及び投資有価証券

{ 有価証券

有価証券は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

| 投資有価証券

投資有価証券の時価について、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格

によっております。

Ô 損益計算書に関する事項

前期損益修正の内容

前期損益修正損として、遡及資格異動に伴う掛金還付により1¶415¶992円、過年度分にかかる退

職一時金過徴収分の返還により16¶000円、基礎年金交付金過大受入相当分等の精算により

1¶534¶210¶561円計上し、前期損益修正益として、過年度分の過払い給付金の回収により

112¶191¶643円、基礎年金交付金過大受入に伴う拠出金相当分の精算により157¶479¶242円を計上し

ております。

Õ キャッシュ・フロー計算書に関する事項

資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 286¶871¶873¶786円

定期預金 � 286¶100¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 771¶873¶786円

Ö 重要な債務負担行為

該当する事項はありません。

× 重要な後発事象

該当する事項はありません。
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